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財政基盤情報に基づく NPO 組織の類型化の試み
―計量組織調査データを用いて―

山本　圭三

An Attempt to Typification about NPO organizations based on financial 
infrastructural information：Using quantitative research data about NPO

Keizo YAMAMOTO

【要約】本研究では NPO 組織に対する大規模計量調査データを用いて、今日の NPO 組織の「典型的
なパタン」を検討する。今日の NPO 組織は活動分野や組織体制・ミッション、提供するサービスな
どがかなり多岐にわたるため、全体を体系的に把握することが難しい。これについて本研究では、財
政基盤情報を用いて NPO 組織の分類を試み、それらの組織体制・風土・アウトプットについての特
徴・違いを確認する。その作業を通して、現代日本における NPO 組織の典型的なパタンとはどういっ
たものかを探っていく。
財政基盤情報を用いたクラスタ分析の結果をふまえると、NPO 組織はおおむね 5 つに分類できるこ
とが確認された。さらに、それらの 5 つは組織体制や活動の実態、他組織との協働や組織内の文化・
風土について、それぞれ異なる特徴を持つことが確認された。こうした結果をふまえ、本研究で得ら
れた 5 分類が、NPO 組織について議論していく際にも有効になるものではないかと筆者は主張する。

キーワード

・NPO組織、計量組織調査、類型化、財政基盤情報

− 13 −



経営情報研究　第 28 巻第 1・2 号（2021 年 2 月）, 13−32 ページ

1　本研究の目的

　本研究は、現代の日本で活動している NPO 組織の「典型的なパタン」にはどのようなもの
があるのか、という点を検討するものである。
　周知のとおり、NPO 法の施行以降日本ではかなり多くの NPO 法人が生まれてきた。それら
の組織では活動分野や組織体制・ミッション、提供するサービスなどがかなり多岐にわたって
おり、種々のニーズに対応すべく多様なかたちをとることが可能になっていることが NPO の
1 つの独自性ともされる。だが一方で、その多様性や柔軟性のゆえに全体を系統だてて整理・
把握することが困難となっているのも事実である。
　NPO の状況を把握すべくこれまでいくつもの実態調査が試みられ、NPO 組織の現状と問題
点が明らかにされてきつつある（ひょうごボランタリープラザ 2008、ひょうご震災 20 年ボラ
ンタリー活動調査検証・促進事業実行委員会 2015 など）。それによって全体的な分布の様子、
NPO 組織が共通して抱えうる問題などを把握することは可能になっている。だがそうした調
査で明らかになるのはあくまでも「全体的な傾向」にとどまるため、より具体的な組織の在
り方やそれらが抱える独特の問題などは見えてきづらくなる。他方で、その多様なありかたを
明らかにしようとするならば、活動分野や組織を限定する（西 2002，安立 2005，米野 2008，
五百竹 2011 など）、といった手を取らざるを得ない。この場合、明らかにされる内容はかなり
具体的なものになる一方で、その特徴や傾向の一般性（他分野、他組織でもどれくらい確認さ
れ得るものか、など）は確認しづらくなる。
　本研究で NPO 組織の「典型的なパタン」を検討するのは、かような問題をクリアにするた
めの 1 つの指針を示す、というねらいがある。本研究において NPO 組織のしくみなどを基準
として類型化することにより、組織全体を一定程度系統的に把握しうるようになる。その類型
は、これまで把握しづらかった NPO 組織がもつ多様なありよう、組織ごとの独自性や抱える
課題などをより具体的なレベルで明らかにしていく際に有効になると考えられる 1。またその
類型は、これまでの研究ではあまり注目されていなかった、組織の根本的な差異をふまえた検
討をおこなうことを可能にするものでもある 2。そのため、今後の NPO 組織の研究でも活用
されることが期待できるものとなると考えられる。このように、本研究で行われる作業は、今
後の研究のための土台を整理する、あるいは分析時に必要となる素材を提供するという意味で
も重要なものだといえよう。

1	 例えば、一般的に「多くの NPO 組織は資金獲得の困難さを抱えている」とよく言われる。ただ、すべての組
織が困難さを抱えているわけではなく、困難さを抱えやすい組織もあれば、そうでない組織もある。本研究で
新たな類型が見いだされれば、こうした違いを生み出す要因の 1 つとしてその類型を用いた検討をおこなうこ
ともできるようになる。

2	 これは、「既に示されている変数間関係が類型ごとに異なる」といった交互作用効果も検討できるようになる、
という意味も含んでいる。例えば、「活動資金に余裕がある組織ほど、自律的な運営がしづらい傾向にある」
という指摘がある（猿渡 2020）。ただしこうした関連は、特定の組織類型のみで成り立っている可能性もあり
得る。新たな類型が見いだされれば、その類型ごとに関連のようすが異なっているかどうか、交互作用的な関
連があるかどうかも確認できるようになる。
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　こうした背景のもと、本研究では NPO 組織に対する大規模計量調査データを用いた検討を
おこなっていく。そこでは、今日の NPO 組織の「典型的なパタン」を検討し、それらの組織
体制・風土・アウトカムについての特徴を描き出すことが主たる目標になる。NPO に期待さ
れる役割はより大きくなってきている今日において、NPO 組織としてどのような一般的なか
たちがあるのだろうか、そうした組織はどういった体制をとり、どのような分野で活動をして
いるのだろうか。以上のような点について、組織調査データを用いて具体的に検討していく。

2　本報告における検討方針・データと変数

2.1　検討方針：財政基盤への注目
　本研究では NPO 組織の典型的なパタンを探るにあたって、財政基盤を手掛かりとした検討
をおこなう。そもそも典型パタンを検討するにあたっては、さまざまなアプローチが考えられ
る。例えば、それぞれの NPO におけるミッションを手掛かりとする方法もあり得る。NPO 組
織におけるミッションは、その組織の存在意義、組織が向かうべき方向性や望ましいと考える
社会像（場合によってはイデオロギーも）をよく表すものである。そのため、組織におけるミッ
ションを基軸とした分類を検討することによって、種々存在する組織をある程度分類でき得る
とも考えられる。例えば NPO の活動形態として「事業型」と「運動型」に分けるような議論や 

（山岡 2001）、NPO が果たす役割によって「慈善型」「監視・批判型」「事業型」に分けるよう
な議論は（谷本 2002）、こうした発想に近いものがある。だが一方で、数多くの組織を対象と
してミッションの内容を具体的に把握することは難しく、それゆえ数多くの NPO 組織を対象
としつつ典型パタンを探る、という目的には沿いにくくなってしまう。
　こうした問題に対処すべく、本研究では NPO 組織の「規模」「体制のありよう」「資源」に
注目する。「規模」「資源」に関する情報は質問紙を用いた計量調査によって把握が可能であり、
その意味では数多くの NPO 組織を対象として議論をおこなうことができるからである。
　なお、NPO における規模や資源を表す指標としては、財政情報以外にも人的資源に関わる
情報も有効になる。例えばどれくらいの人員規模なのか、どれくらいの有給スタッフがいるの
か、といった情報を手掛かりに典型パタンを探るという方法をとることもできる。ただ、組織
にどれくらいの人材が確保できるのか、どれくらいの給与を支払えるのかには、その組織の財
政状況がかなり影響する。その意味では人的資源を指標にするよりも、その背景となる財政基
盤を指標にする方がより直接的であり、より組織の特徴を描き出しやすいと考えられる。以
上のような経緯から、本研究では財政基盤情報を手がかりにした検討をおこなうことにしてい 
る。

2.2　財政基盤に注目したこれまでの研究
　そもそも営利組織とは異なり、NPO 組織は存立にかかる性格上自ら安定的な資金を作り
出すことは難しいとされる（Salamon 1987 など）。仮にそれを作り出したとすれば営利団
体との区別があいまいになり NPO としての存在意義を失いかねない事態に陥るからである
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（Weisbrod 1997）。このことを前提として活動資金確保のあり方が組織の存立を左右する、あ
るいは財政基盤のありようが組織の体制や風土などを規定しうる、といった観点に基づく研究
がこれまでいくつもなされている。
　前者の研究としてよく見られるのは、組織の存続と関連付けたものである。具体的には、
収入構造と組織の持続性（あるいは脆弱性）との関係にを論じるものや（Herzlinger and 
Nitterhouse 1994，Chang and Tuckman 1994，田中・馬場・渋井 2010 など）、組織の成長性・
安定性との関係を検討するもの（中嶋・馬場 2012 など）、財政の効率性の関連を検討するもの
などが挙げられる（Ecer et al 2016 など）3。これに対し後者の研究としては、財政的依存性の
アドボカシーに対する影響を検討する研究や NPO の行政下請化に対する批判などを挙げるこ
とができる（田中 2006、坂本 2017 など）。
　本研究は、NPO における財政基盤の状況と組織のありようとの関係を確認するものである
ため、どちらかといえば関心は後者の研究に近い。ただし本研究は、アドボカシーや組織の持
続性のような特定のポイントだけではなく、財政基盤のありようが組織全体のありようを規定
しうるものとみなしており、この点で上記の研究とは関心を異にするものだといえる。
　本研究と類似した関心をもつ研究としては、桜井（2009）が挙げられる。桜井（2009）は、
京都に拠点をおく 190 の事業型 NPO についての計量データを用いて、それぞれの団体の財政
基盤情報から団体の分類を試みている。財政基盤情報をもとにしたクラスタ分析の結果（1）
団体は【事業収入】【事業（＋借入）】【会費＋寄付＋繰越】【委託】【補助（＋雑収入）】という
5 つに分類されること、（2）主たる事業内容や組織的特徴がそれぞれの分類ごとに異なってい
ること、などが明らかにされている（桜井 2009）。本研究でも基本的に桜井のおこなった分析
と類似した内容を検討していくことになるが、本研究では地域や規模の異なるデータを使用し

（詳細は後述）、なおかつ組織的な特徴として桜井が検討していない点も含めた分析がなされる 4。

2.3　データと変数、分析方針
　分析に使用するのは、2017 年度に神奈川県で実施された NPO 法人に関する活動調査アン
ケートのデータである。この調査は、筆者らの所属する研究プロジェクトにおいて、NPO の
活動や組織運営、組織内外に有する社会ネットワークや他組織との協働の実態を把握するため
に実施されたものである。調査は、神奈川県および県下の政令市を所轄庁とする NPO 法人全
数を対象とするもので、調査協力団体を通じて配布をおこない、理事長・事務局長など、組織

3	 他にも、環境要因（地域的要因や経済的要因など）が財政健全性をどれほど規定するか、といった観点に基づ
く研究もある（Prentice 2015 など）。

4	 他に類似した研究としては、分野ごとの違いに注目し、さまざまな分野ごとに収入の構造がどう異なっている
かを検討した岩田（2019）の分析が挙げられる。そこでは、分野ごとに特徴的な収入構造があり得ること、分
野により特徴が異なり得ることなどが確認されている。ただし、同じ活動分野の中で構造が一様ではなく、分
野内で類型化が可能であることも示されている。それゆえ、典型パタンを模索するという目的をもつ本研究に
対して岩田の分析は大きく関わり得るものではあるが、岩田のそれとはまた別の観点による検討が必要である
と判断される。
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の事情によく通じたスタッフに無記名での回答を依頼したものである。3625 法人に対して配
布がなされ、1140 ケースの有効回答を得た（回収率：31.4％）。
　調査項目は団体の活動状況（活動分野・内容、活動の変化、他組織との協働等）、団体の利
用者（利用の契機、団体との関係 ･ 相互性等）、運営上の意識・雰囲気（政治参加、組織目的
の共有、人間関係等）など多岐にわたる。中心的に用いられる財政基盤に関する情報には、そ
の他を含む主だった 7 つの財源からの収入が、組織の総収入のうちどれくらいを割合を占める
のかについて訊ねたものが用いられる（具体的な分布は、表 1 に示す通り）。

　なお、今回使用するデータは上述の通り神奈川県で実施された組織調査データであるため、
分析結果をそのまま一般的な NPO 組織全体に適用して考えることは難しい。分析結果は「神
奈川県の NPO 組織においてみられる結果」とみなすのが妥当ではあるが、他方で本稿のよう
な目的をもった分析や、それに適したデータが他にあまり見られないことも事実である。その
点をふまえ本稿では、桜井（2009）によって指摘されている内容との整合性を加味しつつ一般
性について判断していくことにしたい。

3　NPO 組織の典型パタンとそれぞれの特徴

3.1　典型パタンの確認
　今回は、非階層的方法（k -means 法）によるクラスタ分析を用いて上記の問題を検討する。
非階層的クラスタ分析は、個体あるいは変数の分類に用いられる分析法の 1 つであるが、個体
あるいは変数数がかなり多く、クラスタ連結過程を詳しく見ていくことが困難な場合に用いら
れる（小野田ほか 2011）。分析者があらかじめ最終的なクラスタ数と初期値を設定しておき、
各個体をいずれかのクラスタに振り分けていく、という手順がとられるものである（斎藤・宿
久 2006 等）5。今回の分析の目的は、上述の通り財政基盤の情報（収入内訳比率）を用いて、

表 1　分析に使用する財政基盤データ

5	 非階層的クラスタ分析についての詳しい説明は、斎藤・宿久（2006）や小野田ほか（2011）などを参照のこと。
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1000 件ほどの組織を典型的な何パタンかに分類していく、というものである。それゆえ今回
の検討には、非階層的方法によるクラスタ分析が適合的だといえる。
　なお非階層クラスタ分析をおこなう場合、クラスタ数をどのように設定するのかという点が
問題になる。先に述べたように今回の分析には、NPO の収入源として会費、寄付金、自主事業、
受託事業、行政からの助成金・補助金、行政以外からの助成金・補助金、その他という 7 つの
収入源からの収入割合に関する質問を用いる。このうち「その他」以外の 6 つを中心的な収入
源と想定し、今回はクラスタ数を 6 と設定して分析をおこなった。その結果が、表 2 である 6。
　表から、今回得られるクラスタのうち大半は 1 つの収入源を主たる財源としていることがわ
かる。具体的には、第 1 クラスタは受託事業収入、第 3 クラスタは行政からの助成金・補助金、
第 4 クラスタは自主事業収入、第 5 クラスタは会費収入、第 6 クラスタはその他を主な財源し
ており、それ以外からの収入割合は 10％に満たない。このことから、第 1 クラスタを「受託
事業型」、第 3 クラスタを「行政資金型」、第 4 クラスタを「自主事業型」、第 5 クラスタを「会
費型」、第 6 クラスタを「その他資金型」と呼ぶことにする。
　作成された 6 クラスタのうち、第 2 クラスタのみが複数の収入源からの収入を財源としてい
る。このクラスタは寄付金が最も大きい収入源であり、それに次いで行政以外からの助成金・
補助金収入の割合が高い。ただ、会費収入や自主事業収入の割合も 10％を超えていることから、
このクラスタはかなり多様な収入源から成り立っていることがわかる。それゆえ、ここではこ
のクラスタを「寄付金等複合型」と呼ぶことにする。
　なお「その他資金型」は「その他」の収入源が中心になるものであり、1 つのクラスタには
なっているものの数はかなり少ない。これに関しては収入源がかなり多岐にわたり、系統だっ
て把握することのしづらい団体の集まりではないかと推察される。こうした団体が存在してい
ることもまた重要な意味をもつのではあるが、今回の分析は「典型パタンを探る」ことである
ため、今回は「その他資金型」クラスタは以降の分析から除外しておくことにする 7。したがっ
て、本稿では受託事業型、行政資金型、自主事業型、補助金等複合型、会費型という 5 つの分
類を「典型 5 分類」として用いることにしたい。

6	 k-means 法によるクラスタ分析では、クラスタ数をあらかじめ決めた上で、各クラスタの「初期値」が設定さ
れることになる（いくつかのクラスタに個体を振り分けていくにあたり、振り分ける先のクラスタをどこに設
定するのかを決める、ということ）。今回の分析では、各収入源が「100％」である 6 クラスタが初期値として
設定されいる。

7	「その他資金型」に含まれる団体がどのような形態をとり、どのような活動をしているのかといったことを明
らかにすることも NPO 組織の実態把握のためには重要になる。ただ、こうした団体の活動を今回のような計
量データに基づく分析によって明らかにすることは難しいため、また別の方法を用いるなどして別途検討する
必要があると筆者は考えている。
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　以上の典型 5 分類は、桜井（2009）が指摘した分類との対応関係も比較的明確である。具体
的には、今回の分類のうち受託事業型は桜井の言う【委託】に、行政資金型は【補助】に、自
主事業型は【事業収入】ないし【事業（＋借入）】に対応しているとみなせる。会費型と寄付
金等複合型が別になっている、などの相違はあるものの 8、桜井が京都の事業型 NPO のデー
タで試みた分類とおおむね一致している。地域の異なる 2 データ間でもおおむね一致した結果
となっていることをふまえると、今回得られている分類は地域による違いがあまり考えにくい
一般的な分類である可能性が高い、と判断されよう 9。
　ではこれ以降で、得られた典型 5 分類それぞれの特徴の違いを見ていく。以下の分析によっ
て典型 5 分類が様々な点で異なる特徴を持っていることが示されれば、財政基盤によって
NPO の典型パタンが描き出せたと判断できるだろう。

3.2　組織体制・活動内容の違い
（1）資金・人的資源
　まず、各クラスタはどのような組織体制をとっていることが多いのか、どのような活動をし
ていることが多いのか、という点から確認していこう。
　調査では、財政基盤の情報とは別に、「1．10 万円未満」から「11．1 億円以上」という 11

8	 桜井（2009）が分析で使用していたのは上述の 5 分類だが、分析のなかではもう少し細かい 6 分類も検討され
てており、そこでは 5 分類のうち【会費＋寄付＋繰越】が、細かくは【会費＋繰越】と【寄付】に分かれるこ
とが示されている。この点をふまえても、本研究での分類と桜井の示した分類との対応関係が明確であると判
断される。

9	 桜井の用いたデータも今回用いたデータも、大都市圏を含んだ地域という偏りがある。より都市規模の小さい
地域のデータが含まれていないため、一般的な分類と断言することは難しい。そのためここでは「可能性が高
い」と判断するにとどめている。他地域を対象とするさらなる検証については、別稿に譲ることにしたい。

表 2　クラスタ分析の結果
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カテゴリから 1 つを選んでもらうかたちで組織の収入規模について訊ねた項目がある。この質
問の回答について、より分かりやすくするため回答の数値を実額に換算したものをここでの分
析に用いることにする 10。また収入規模以外に、組織の活動に関わる人びと（事務局スタッフ、
事務局スタッフ以外で日常的に活動に携わっている「その他の活動者」、正会員数）を実数で
訊ねた項目と、有給者の割合について訊ねた項目もあるため、これらも分析に用いることにす
る。

　分析の結果が、表 3 である。表からはまず、受託事業型、行政資金型、自主事業型の方が収
入規模や有給スタッフの割合が大きく、寄付金等複合型と会費型はそれが小さいことがわかる。
寄付金等複合型と会費型の分散は全体より小さいことから、これらの 2 類型にあたる組織のほ
とんどは収入や有給スタッフが少ないと言えそうである。事務局スタッフ数に関してもおおむ
ね同様の傾向があるようだが、寄付金等複合型については会費型より少し多いようである。
　これに対し正会員数についてはは全く違う傾向が見られている。最も正会員数が多いのは会
費型、最も少ないのは行政資金型である。ただし会費型の正会員数は分散の値が大きいため、
クラスタ内でもバラつきがあると推察される。
　行政資金型、自主事業型は収入規模が大きい割にスタッフ数がそれほど多くないこと、会費
型は収入規模は小さくスタッフ数は少ないが、会員数は多いことなどは、注目すべき点だと言
えそうである。

10	 実額への換算について、具体的な手順は次のとおりである。この項目では、「1.10 万円未満」、「11．1 億円以上」
以外の選択肢は「〇〇万円～△△万円未満」といった幅を持ったものになっている。各選択肢を実額に換算す
る際は、選択肢の下限と上限の中央値をその選択肢の実額換算値としている。例えば、「4．100 ～ 200 万円未満」
の場合は、「150 万円」がこの選択肢の実額換算値になる。

表 3　収入規模・人的規模の違い（平均値の差）

− 20 −



財政基盤情報に基づくNPO組織の類型化の試み

（2）活動分野・特定事業実施
　次に、各クラスタはどのような活動を行っていることが多いのかについて確認しよう。調査
では、団体がどのような分野の活動を行っているのかを訊ねるため、法律に定められる 20 分
野それぞれの活動を行っているかどうかを問う多項選択式の質問が設けられている。また介護
保険事業や支援費事業、指定管理者制度やその他の受託事業を行っているかどうかを訊ねる多
項選択の質問も設けられている。これらの項目と典型 5 分類との関係を見たものが、表 4 である。
　表から分かる各クラスタの特徴は次のとおりである。受託事業型は保健・医療・福祉の活動
を行っている場合が多く、特定事業も他に比べ実施している場合が多いが、その分学術・文化
や国際協力などの活動はあまりしていないようである。行政資金型もまた保健・医療・福祉の
活動を行っている場合が多いが、保健医療福祉以外の分野の活動をしていないこと、支援費事
業はしているが介護保険事業はしていない点などが受託事業型とは異なっている。

表 4　活動分野・特定事業実施の違い（マルチ項目、各分野・活動「実施」の割合）11

11	 活動分野については、ここでは 20 分野のうち一定程度以上の回答が見られた（全体での実施割合が 10％以上
であった）9 分野のみの分析結果を示している。
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　自主事業型は子どもの健全教育分野の活動、指定管理者事業やその他受託事業を実施してい
ることが少ないが、介護保険事業は実施している場合が多い。ただ、それ以外には目立った特
徴が見られないことから、活動分野にあまり偏りがないとみることができそうである。
　寄付金等複合型は、保健・医療・福祉や運営援助の活動、および特定事業全般に行っている
場合が少ない。ただしそれ以外の分野の活動を行っていることが多いようである。このクラス
タは、受託事業型や行政資金型がカバーしていない分野の活動を行っているとみなすこともで
きるだろう。関連を示すものは寄付金等複合型よりも少ないが、会費型もまた保健・医療・福
祉の活動、および特定事業以外のことを多く手掛けているようである。
　活動分野に関しては、受託事業型と行政資金型が類似の傾向を示し、それとは別に寄付金等
複合型と会費型が類似している。しかも両者が相互補完的に分野をすみ分けている様子がわか
る。さらに言えば、自主事業型の活動分野に偏りがないことも目立っているといえる。

（3）具体的な活動内容
　活動分野や特定事業の実施有無とは別に、調査では組織が具体的にどのような活動を行って
いるのかについて訊ねた多項選択式の質問も設けられている。このうち、一定程度以上の回答
が見られた対人サービスの提供、イベントやシンポジウムの企画・開催、講習・研修の開催、
物品の生産・製造・制作およびその販売、場・スペースの提供、情報提供・ネットワーキング、
出版・広報・報道、調査・研究・コンサルティングの 8 つを取り上げ、典型 5 分類との関連を
確認しよう 12。

12	 活動内容については、全体で「実施」の割合が 10％以上であった 8 つを取り上げている。

表 5　活動内容の違い（マルチ項目、各内容「実施」の割合）
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　分析の結果が、表 5 である。受託事業型は対人サービス、場所提供、情報提供を行っている
場合が多い。行政資金型は対人サービスや物品製造・販売を行っている場合が多いが、それ以
外の活動を行っていることは少ないようであり、活動内容に偏りが最も大きいようである。
　寄付金等複合型は対人サービスや物品製造・販売、場所提供などを行っていることは少な 
く、その分イベントや講習・研修、出版・広報などを行っている場合が多い。会費型もまた対
人サービスや物品製造・販売、場所提供などを行っていることは少ないようであるが、それ以
外の活動は行っている場合が多く、活動内容が最も多岐にわたっているといえる。
　具体的活動内容に関してもおおむね、受託事業型と行政資金型、寄付金等複合型と会費型が
それぞれ類似しており、互いに内容をすみ分けている様子がわかる。また、会費型の活動内容
が多岐にわたっている点は目立っているといえる。これに対し自主事業型は活動内容に偏りが
あまりない、という点が特徴的だといえる。

（4）活動頻度
　次に、組織の活動頻度について確認する。調査では、組織の活動頻度について「1．年に数
日くらい」「2．半年に数日くらい」「3．月に数日くらい」「4．週 1 ～ 3 日くらい」「5．週 4 日
以上」という 5 つの選択肢から 1 つを選ぶ形式の質問が設けられている。ここでは、回答の数
値が大きいほど頻繁に活動しているものとみなして、分析に用いる。またこれとは別に、組織
において開催される理事会、（理事会や総会以外の）定例会議、不定期で開催されるミーティ
ング（「不定期 MTG」と略記）、ニュースレターの発行といった組織内での行事について、そ
れぞれ 1 年間に行われる回数を具体的に訊ねた項目も設けられている。これらも、活動の頻度
を表す項目として分析に用いることにする。
　分析の結果が、表 6 である。表からまず、寄付金等複合型、会費型は活動頻度や定例会議な

表 6　活動頻度の違い（平均値の差）

− 23 −



経営情報研究　第 28 巻第 1・2 号（2021 年 2 月）, 13−32 ページ

どが少ないと分かる。ただ、特に会費型については理事会は平均程度でありニュースレター発
行については受託事業に次いで多い傾向がある。少ない人数であるため集まるような機会を積
極的に設けてはいないが、日常的に中心メンバーが会話をしており、それに基づいて情報発信
が頻繁に行なわれているのかもしれない。
　受託事業型と行政資金型については相対的に活動量が多く、集まりの場も多々設けられてい
るという点が共通している。ただし行政資金型は活動頻度が最も高い割に理事会の回数は明ら
かに低い。これに対し受託事業型は定例会議やニュースレター発行頻度が最も高く、理事会の
頻度も比較的高い。これらのことから、受託事業型の方が組織での活動がよりフォーマルなか
たちで運営されている様子が推察されよう。
　自主事業型は理事会の頻度が最も高く、活動頻度や定例会議の回数も平均的である。ただし
ニューズレターのような情報発信は他に比べて明らかに少ないといえる。

3.3　外部との関わり方の違い
（1）他組織との協働
　ここまでは組織の体制や活動のようすなど、主に組織のありように注目してきた。次に、そ
れぞれの組織が外部の他組織とどのようなかかわりを持っているのかについて検討していきた
い。この点を確かめるため、ここでは他組織との協働のようすとアドボカシー活動に注目した
分析をおこなう。
　NPO 組織が有している協働関係について、猿渡・鈴木・宮垣（2019）は本研究と同様の計
量組織調査データを用いて組織特性との関係を検討している。その中では、組織の収入規模も
他組織との協働関係の強さに影響することが明らかにされている（猿渡・鈴木・宮垣 2019）。
この点を鑑みれば、組織の財政基盤に基づく本研究の典型 5 分類と他組織との協働関係のあり
ようの間に関連があることは十分想定できるだろう。
　他組織との協働について、調査では「情報交換・相談」「交流会・勉強会」「イベントへの参 
加・協力」「人材紹介・人材派遣」「場所や資金の提供を受ける」「協働事業」「その他」といっ
た協働を行っているかどうかについて、行政、社会福祉協議会、民間企業、地縁団体、他の
NPO といった他組織それぞれ多項選択の形で訊ねた項目がある。この回答をもとに、協働内
容 1 つずつについて〇があれば「1」、なければ「0」の値を与える 2 値変数を作成しておく。
組織ごとに 7 つの協働内容の 2 値変数の合計値を求めたものを「当該組織との協働関係の強 
さ」を表す変数として、分析に用いることにする 13。
　分析の結果が、表 7 である。表からはまず、受託事業型は協働程度が全体的に高い傾向があ
り、特に行政や社協との協働程度は他に比べて顕著に高いことがわかる。行政資金型も似たよ
うな傾向があるが、受託事業型に比べて民間企業との協働が低いという特徴がある。
　自主事業型は行政との協働程度がやや低いようだが、それ以外との協働程度は平均的である。

13	 例えば、ある組織が行政と「情報交換・相談」「交流会・勉強会」「場所や資金の提供を受ける」といった協働
をおこなっていた場合、この組織における「行政との協働程度」は「3」になる。
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寄付金等複合型は行政だけでなく社協や地縁団体との協働程度もやや低いが、民間企業や他の
NPO 団体との協働程度は高いようである。会費型全般的に協働程度が低い傾向にあり、特に
社協や地縁団体との協働程度は極端に低いようである。
　他組織との協働に関しては、受託事業型と行政資金型の 2 つが他組織との協働をより行って
いるようすが見てとれる。収入規模の大きい 2 つが他組織とより強い協働関係を有していると
いう点は、先行研究の知見とも合致する 14。

（2）アドボカシー活動
　アドボカシー活動について、調査ではそれぞれの組織が過去 5 年の間に「行政への政策提言
や意見書の提出」「行政への、団体の活動に関連した要望・陳情」「デモや集会への参加」「社
会的な問題に対する意見の表明」「署名活動への協力」といった活動を行ったことがあるかど
うか、多項選択の形で訊ねた項目がある。これらを用い、典型 5 分類との関係を見たものが表 
8 である（表の見方は表 4 の場合と同じ）。
　表から、最もアドボカシー活動を行っているのは受託事業型であり、最も行っていないのが
寄付金等複合型であると分かる。行政資金型も署名活動を行っていることは多いようだが意見
表明をやることは少なく、このためアドボカシー活動については受託事業型に比べやや消極的
だといえる。
　行政資金型とは対照的に、会費型は他に比べて意見表明をしている場合が多い。しかしデモ

14	 協働関係の強さが、収入規模によってもたらされるものであるか、それとも本研究で作成した典型 5 分類が独
自の効果をもちうるのか、という点についてはさらに詳しい分析が必要になる。この点も検討すべき事項では
あるが、本研究の主眼からは外れるため、この点の分析は別稿に譲ることにしたい。

表 7　他組織との協働関係の強さ（平均値の差）
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や署名活動をしていることは少ないようである。寄付金等複合型はこれよりもさらに消極的で
あり、他に比べ最もアドボカシー活動をしていない。自主事業型については目立った特徴は見
られず、ここでも偏りの少ない平均的な傾向を示している。
　受託事業や公的資金を得ることでアドボカシー活動にどのような影響があるのかについて、
先行研究では議論が分かれているようであるが（坂本 2017）、ここではどちらかというと促進
の傾向があるのではないかと推察される。また、ここでの結果を見る限り、アドボカシー活動
に関しては、寄付金等複合型と会費型の間で違いが比較的明確になっているといえる。

3.4　組織風土・現状・課題認知
　最後に、組織に特有の風土や、組織の現状と課題の認知に関して確認しておく。NPO に関
する計量研究の場合、組織の風土や組織における課題などが議論されることはあまり多くない。
組織のデータを収集する場合にこのような内容を把握しづらいためだと思われるが、他方で組
織それぞれに特有の文化、風土といったものがあるのも現実だと思われる。それは組織の運営
や活動にも大いに影響しうるものであるため、決して無視することはできないといえる。本稿
で扱っているデータにおいてはこのような風土や課題認知などについての項目も設けられてい
るため、典型 5 分類ごとにその違いを見ておきたい。
　調査では、組織のようすを訊ねるべく様々な項目が設けられ、（あくまで回答担当者の主観
的判断ではあるが）当該組織がどの程度当てはまるのかについて 4 段階ないし 5 段階で回答を
してもらっている。このうち組織の風土に関する項目を取り上げ、典型 5 分類ごとの違いを見
たものが表 9 である。

表 8　アドボカシー活動の違い（マルチ項目、「活動あり」の割合）
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表 9　組織風土の違い（平均値の差）15

15	 それぞれの項目の具体的な質問内容は、以下のとおりである。
行政の動向注視…行政の政策動向を意識して活動や事業を行っている
行政の指導や助言…行政の指導や助言に従って事業を運営することが多い
設立経緯理解…スタッフは組織の設立経緯をよく知っている
複数人で業務…一人ではなく複数人で業務に当たることが多い
意見対立…スタッフ間で意見の対立がよく起こる　
みんなで議論…活動の方針は常にみんなで議論して決めている
和気あいあい…会議は普段、和気あいあいとした様子で進行する
情報共有…活動に関する情報はみんなで十分に共有されている
非公式付き合い…スタッフ同士で食事や遊びに行くことがよくある
なお、項目はすべて「当てはまる」ほど点数が高くなるよう値を調整している（表 10 も同様）。
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　行政の動向を注視したり、行政の指導や助言を受けたりすることは受託事業型、行政資金型
において特に多い（分散も全体より小さい）。中でも行政資金型は、指導や助言を仰ぐことが
他のクラスタよりも顕著に多いようである。逆に、寄付金等複合型や会費型はこうしたことが
明らかに少なく、自主事業型もあまり多くないようである。
　組織の設立経緯についてのメンバーの理解は、寄付金等複合型や会費型といったクラスタに
おいて高い。これらのクラスタはスタッフ数が相対的に少なかったが、このクラスタに属する
組織は設立経緯をよく理解しているメンバーが中心になって運営されているのではないかと想
定される。メンバーどうしが力を合わせて業務にあたる傾向は、受託事業型、行政資金型、自
主事業型においてよく見られるようである。これらのクラスタはスタッフが多い傾向があった
が、そうした多くのスタッフが協力することにより 1 人 1 人の業務負担を軽減しているのでは
ないかと推察される。
　なお、みんなで議論、和気あいあい、情報共有、非公式付き合いの 4 つについては、典型 5
分類による明確な違いは見られない。
　また調査では、表 9 で挙げたような風土とは別に、組織の現状認識と課題認知について訊ね
た項目も設けられている。これらについて、典型 5 分類ごとの違いを確認したものが表 10 で
ある。
　目標達成度については、受託事業型、行政資金型では高く、会費型では低い傾向がある。資
金獲得の困難さを抱えやすいのは寄付金等複合型や会費型であり、受託事業型は資金に困るこ
とが他に比べ少ないようである。一方、業務が多く余裕をなくしやすい傾向は行政資金型で顕
著であり、寄付金等複合型や会費型などは比較的余裕がありそうである。それと対応するよう
に、スタッフ間での意見対立も行政資金型で最も起こりやすく、寄付金等複合型や会費型など
では起こりにくいようである。
　自主事業型については全体的に数値が中程度であり（分散も全体とほぼ同じ）、他のクラス
タのちょうど中間あたりに位置していることから、際立って困難を抱えているといったことが
少ないのではないかと推察される。なお、人手不足を感じることや、メンバーの意欲が低いこ
とについては、典型 5 分類間で明確な差は見られない。
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4　結果のまとめ

4.1　各クラスタのプロフィール
　これまでの分析で得られた結果から、各クラスタのプロフィールをまとめると次の表のよう
になる。

表 10　組織の現状認識・課題認知の違い（平均値の差）16

16	 それぞれの項目の具体的な質問内容は、以下のとおりである。
目標達成…組織の目標達成に向けた活動が十分にできている　資金獲得困難…活動資金の獲得が難しい
人手不足…人手が足りない　　余裕のなさ…業務に追われて組織全体に余裕がない
意見対立…スタッフ間で意見の対立がよく起こる　　低意欲…スタッフのモチベーションが低い
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　表を見ればわかるように、今回の分析で得られた典型 5 分類はそれぞれ独自の特徴を示して
いる。特徴の違いは、桜井（2009）は検討していなかった具体的な活動実態や他組織との協働、
さらに組織内の文化・風土にも見られている。さらに典型 5 分類のようすを詳しく見ていくこ
とで、現代日本の NPO 組織とその活動がおかれている状況やその問題点なども見えてくるこ
とになる（例えばリソースの多様化の現状や公的資金援助の偏りと再配分の問題など）。それ
ゆえ、本稿で得られた財政基盤を用いた 5 分類は、現代日本の NPO 組織の典型的な像をそれ
ぞれある程度反映しており、NPO が抱える問題を議論することにも一定程度有効なものとなっ
ているのではないかと考えられる。
　本研究で得られた知見は、NPO 組織が目下抱えている課題の解決に直接活かされるような
ものではない。冒頭で述べていたように本研究は、今後の議論のための土台を整理するという
意味あいが大きいものだからである。ただし、上述のような結果を見る限り、今後の研究のた
めの前提の整理、新たな素材の提供という当初の目的はある程度達成されていると判断できる
だろう。

4.2  さらなる議論に向けて
　本稿で得られた典型 5 分類は、組織規模や構造、具体的な活動のようすに関係するだけでな
く、組織風土にも一定程度関係しうることが示されていた。財政の状況は活動に投入する資金
や活動に関わる人材の確保に直結するため関連が見られることは想像に難くないが、それに加
えて組織内の文化や風土にも違いが表れている可能性が示されたのである。

表 11　典型 5 分類それぞれのプロフィール
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　ただし、これらは今後さらに議論すべき事項があることも示唆している。例えば表 9 にお
いては、組織風土のうちある程度は典型 5 分類ごとの違いが見られていたが、「みんなで議論」

「和気あいあい」「情報共有」「非公式付き合い」といった項目については明確な違いが見られ
なかった。この結果は、組織風土のうちメンバー間の雰囲気のようなものは財政基盤の違いが
影響するわけではないことを意味している。
　組織の風土、特にメンバー間の雰囲気のようなものは決して無視できないものである。とい
うのもそれはメンバーの意欲と明確な関連を持つ 17、すなわち組織活動のパフォーマンスを下
支えする大きな要素となっていると考えられるからである。それゆえ組織の風土との関連がど
こまで財政基盤の違いによってもたらされるのか、そうした要素では議論しきれない文化・風
土にはどのようなもので、それらは何に規定されるのか、といった点についてはまだ検討の余
地があるといえる。NPO 組織の運営や存続を考えていく上では見過ごせない問題である以上、
財政基盤の違いをふまえた上でさらに議論を深めていくことが期待される。

［付記］
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